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要 請 書

我が国の農業は、ＴＰＰ協定の締結が予定される中、昨年１１月に

決定された「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に沿い、農業の成長産業

化を加速していくことが求められる一方で、農村では、土地持ち非農

家や耕作放棄地の増加、ため池を含む農業水利施設等の老朽化の進行

など、多くの課題に直面している。

また、本年４月に発生した熊本地震により、農地・農業用施設等に

甚大な被害が発生しており、被災された農業者の方々が一日も早く営

農を再開できるよう、速やかな復旧対策が求められている。

さらには、東日本大震災による被災地の農業の再生に向けて、引き続

き復旧・復興事業を着実に進めていく必要がある。

このような中、農林水産省では「新たな土地改良長期計画（中間取

りまとめ）」の意見募集を行い、基本理念として「社会資本の継承・新

たな価値の創出と農村協働力の深化」を掲げるとともに、産業政策と

しての「強くて豊かな農業」、地域政策としての「美しく活力ある農

村」、これらを支える「強くてしなやかな農業・農村」を目指し、各種

施策の計画的推進に向けた検討が行われているところである。

全国の水土里ネットは、これらを踏まえ、先人達のたゆまぬ努力に

より維持・活用されてきた農地・農業用水等の地域資源を良好な状態

で次世代に継承し、力強い農業の実現等を通じた食料の安定供給や農

業・農村の多面的機能の発揮に貢献していく責務がある。



この責務の遂行に不可欠な土地改良関係予算は、平成２７年度補正

予算と平成２８年度当初予算を合わせ、前年度より１,２２２億円の増

額を実現することができたが、それでも平成２２年度の大幅削減前の

水準に未だ達しておらず、現場のニーズに十分に応えられていない状

況にある。

さらに、今後、ＴＰＰ協定の展開を見据えつつ、農業生産者の持つ

可能性と潜在力をいかんなく発揮できる環境を整えていくためには、

計画的かつ継続的なＴＰＰ対策予算の確保が不可欠である。

このため、全国の水土里ネットは、これまで培ってきた経験と技術

を活用し、国が目指す施策の展開方向を踏まえ、「闘う土地改良」のス

ローガンの下、次の事項の実現を国に強く要請する。

記

１ 土地改良関係予算について、安定的・計画的な事業実施のために、

平成２９年度当初予算において、地域の要望に十分応えられる規模

を確保すること。

２ 平成２８年度予算においても、現場のニーズに十分対応できるよ

う、速やかに追加的な予算措置を講ずること。
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